
証券コード：7505

■ 開催日時
2020年12月18日(金曜日)午前10時

■ 開催場所
東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

鉄鋼会館　８階会議室
ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。
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定時株主総会
招 集 ご 通 知第75期

決議事項

第１号議案　取締役（監査等委員
　　　　　　である取締役を除く。）
　　　　　　３名選任の件
第２号議案　監査等委員である取締役
　　　　　　３名選任の件
第３号議案　補欠の監査等委員である
　　　　　　取締役１名選任の件

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、
株主の皆様におかれましては、可能な限り株主
総会当日のご来場をお控えいただき、書面による
事前の議決権行使をお願い申し上げます。

議決権行使期限
2020年12月17日（木曜日）午後５時40分（到着分）まで
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お知らせ 誠に申し訳ございませんが、会場には駐車場がございませんので、ご了承くださいますようお願い申し上げます。

東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号　TEL 03-3669-4855
鉄鋼会館８階会議室会 場

交 通
地 下 鉄 東 西 線
地下鉄日比谷線
地下鉄日比谷線

J　　R

徒歩約 5 分
徒歩約 5 分
徒歩約 5 分
徒歩約15分

「茅場町駅」12 番出口（日本橋消防署方面）

「茅場町駅」１番または２番出口（八丁堀方面）

「八丁堀駅」A5 番出口（八丁堀交差点方面）

「東京駅」八重洲口

株 主 総 会 会 場
ご 案 内 図

005_0741501102012.indd   2 2020/11/06   19:21:06



株　主　各　位 （証券コード7505）
2020年11月27日

東京都中央区築地五丁目４番18号

代表取締役社長　有 冨 英 治
第75期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第75期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、株主の皆様におかれましては、可能な限り株主
総会当日のご来場をお控えいただき、書面による事前の議決権行使をお願い申し上げます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、2020年12月17日（木曜日）午後５時40分までに到着するようご返送く
ださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１ 日 時 2020年12月18日（金曜日）午前10時

２ 場 所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号
鉄鋼会館 ８階会議室

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください｡）

３ 目 的 事 項 報告事項　第75期（2019年10月１日から2020年９月30日まで）
事業報告および計算書類報告の件

決議事項　第１号議案　�取締役（監査等委員である取締役を除く｡）3名選任
の件

第２号議案　�監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案　�補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以　上
1. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
2. �代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主様１名を代理人として株主総会にご出席いただくことが
可能です。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

3. 添付書類および株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウエブサイト（https://www.fusodentsu.co.jp/）
に掲載させていただきます。
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新型コロナウイルス感染症拡大防止に関するお知らせ

株主の皆様へのお願い

◆ �新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、可能な限り株主総会当日のご来場を 
お控えいただき、書面による事前の議決権行使をお願い申し上げます。

◆ �ご来場の株主様は、株主総会開催日時点でのご自身の健康状態に十分ご留意いただき、
ご来場される場合はマスクのご着用をお願い申し上げます。また、株主総会会場受付で
検温およびアルコール消毒の実施を予定しております。

◆ �株主様の安全を第一に考え、発熱があると認められる方（体温が37.5度以上の方）や体調
が優れないと見受けられる方には、株主総会会場への入場をお断りさせていただく可能
性がございますので、あらかじめご了承ください。

◆ �株主総会会場の座席数は従来よりも間隔を空けた配置とさせていただきます。そのため、
株主総会当日にご来場された株主様に十分なお席がご用意できない可能性がございます。

株主総会当日の運営について

◆ �当社役員および株主総会運営スタッフは当日に検温を行い、マスクを着用してご対応 
させていただきます。

◆ �株主総会の運営について重要な変更等が生じた場合には、インターネット上の当社ウエブ
サイト（https://www.fusodentsu.co.jp/）にてご案内いたします。株主の皆様におか
れましては、最新の情報をご確認くださいますようお願い申し上げます。
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議案および参考事項
第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く｡）３名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じです｡）４名全員は、本総会終結の時
をもって任期満了となりますので、取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、監査等委員会から特段指摘すべき事項はない旨の意見を受けております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号 氏　　名 当社における地位および担当 取締役会出席状況

1 有
あり

　冨
とみ

　英
えい

　治
じ

再任 代表取締役社長社長執行役員 12回／12回
（100％）

2 大
おお

　西
にし

　正
まさ

　純
ずみ

再任 取締役専務執行役員ビジネス統轄本部長 12回／12回
（100％）

3 仲
なか

　　　羊
よう

　一
いち

再任 取締役常務執行役員管理本部長 12回／12回
（100％）

3

株主総会参考書類
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候補者
番　号

氏　　名
生年月日 略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

1

再任

有
あり

　冨
とみ

　英
えい

　治
じ

1958年10月30日生

1982年４月	 当社入社
2005年10月	 当社ソリューション営業本部第一販売統括部第二販

売部長
2007年10月	 当社北海道支店長代理
2008年12月	 当社北海道支店長
2010年12月	 当社執行役員ソリューション営業本部長
2012年12月	 当社取締役執行役員ネットワーク営業本部長就任
2014年12月	 当社取締役執行役員東京営業本部長就任
2015年12月	 当社取締役常務執行役員管理本部長兼経営企画室長

兼情報システム部長就任
2017年10月	 当社取締役常務執行役員管理本部長兼経営企画室長

就任
2017年12月	 当社取締役専務執行役員管理本部長兼経営企画室長

就任
2018年10月	 当社取締役専務執行役員管理本部長就任
2018年12月	 当社代表取締役社長社長執行役員管理本部長就任
2019年12月	 当社代表取締役社長社長執行役員就任（現任）

13,600株

■取締役候補者とした理由
有冨英治氏は、当社の取締役ネットワーク営業本部長・東京営業本部長・管理本部長、代表取締役社長
を歴任し、当社を取り巻く事業環境の変化に応じた経営責任者としての豊富な経験と実績を有しており
ます。また当社の持続的な成長を実現するため、経営基盤の強化および経営の適正化に取り組み、企業
価値向上に貢献しております。当社は、同氏が経営全般における実績と高度な知見を活かすことにより、
当社のさらなる発展を推進していくことができることから、引き続き取締役候補者として選任をお願い
するものであります。
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候補者
番　号

氏　　名
生年月日 略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

2

再任

大
おお

　西
にし

　正
まさ

　純
ずみ

1956年１月12日生

1978年４月	 当社入社
2004年12月	 当社姫路営業所長
2008年４月	 当社四国支店長代理
2008年12月	 当社四国支店長
2010年12月	 当社執行役員関西支店長
2012年12月	 当社取締役執行役員関西支店長就任
2015年12月	 当社取締役常務執行役員営業統轄副本部長（東地区

担当）兼東京営業本部長就任
2016年12月	 当社取締役常務執行役員営業統轄副本部長兼東京営

業本部長兼公共ソリューション販売統括部長就任
2017年12月	 当社取締役専務執行役員営業統轄本部長兼東京営業

本部長兼公共ソリューション販売統括部長就任
2019年４月	 当社取締役専務執行役員営業統轄本部長兼東京営業

本部長就任
2020年10月	 当社取締役専務執行役員ビジネス統轄本部長就任

（現任）

14,600株

■取締役候補者とした理由
大西正純氏は、営業部門等の多岐にわたる業務に携わり、当社の営業所長、支店長等で培った豊富な経
験・実績により執行役員として当社の業務執行にあたり、さらに取締役として関西支店長、営業統轄本
部長兼東京営業本部長兼公共ソリューション販売統括部長、ビジネス統轄本部長を歴任し、当社の経営
を担っております。当社は、同氏がその豊富な業務経験と経営に関する幅広い知見を有していることか
ら、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

5
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候補者
番　号

氏　　名
生年月日 略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

3

再任

仲
なか

　　　羊
よう

　一
いち

1955年４月22日生

1978年４月	 当社入社
2006年11月	 当社関西支店ソリューション販売部長
2008年４月	 当社関西支店長代理
2010年11月	 当社中部支店長代理
2010年12月	 当社執行役員中部支店長
2012年12月	 当社取締役執行役員ソリューション営業本部長就任
2014年12月	 当社取締役執行役員中国支店長就任
2015年12月	 当社取締役常務執行役員営業統轄副本部長（西地区

担当）兼中国支店長就任
2016年12月	 当社取締役常務執行役員営業統轄副本部長兼中国支

店長就任
2019年12月	 当社取締役常務執行役員管理本部長就任（現任）

16,600株

■取締役候補者とした理由
仲　羊一氏は、営業部門等の多岐にわたる業務に携わり、当社の支店ソリューション販売部長、支店長
代理等で培った豊富な経験・実績により執行役員として当社の業務執行にあたり、さらに取締役として
ソリューション営業本部長、中国支店長、営業統轄副本部長兼中国支店長、管理本部長を歴任し、当社
の経営を担っております。当社は、同氏がその豊富な業務経験と経営に関する幅広い知見を有している
ことから、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査等委員である

取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号 氏　　名 当社における地位および担当 取 締 役 会

出 席 状 況
監査等委員会
出 席 状 況

1 長
なが

　縄
なわ

　朋
とも

　哉
や

新任 執行役員東北支店長 ー回／ー回
（ー％）

ー回／ー回
（ー％）

2 泉
いずみ

　澤
さわ

　大
だい

　介
すけ 再任

社外 独立
取締役（監査等委員） 12回／12回

（100％）
７回／７回
（100％）

３ 苫
とま

 米
べ

 地
ち

 邦
くに

 男
お 再任

社外 独立
取締役（監査等委員） 12回／12回

（100％）
７回／７回
（100％）

7
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候補者
番　号

氏　　名
生年月日 略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

1

新任

長
なが

　縄
なわ

　朋
とも

　哉
や

1956年２月23日生

1994年７月	 当社入社
2009年10月	 当社中部支店ソリューション販売部長
2011年10月	 �当社ソリューション営業本部第一ソリューション�

統括部長代理兼第三販売部長
2012年12月	 当社執行役員中部支店長
2018年12月	 当社執行役員東北支店長（現在に至る）

4,900株

■取締役候補者とした理由
長縄朋哉氏は、営業部門等の多岐にわたる業務に携わり、当社の支店ソリューション販売部長、ソリ
ューション営業本部第一ソリューション統括部長代理等で培った豊富な経験・実績により執行役員中部
支店長等として当社の業務執行にあたり、当社の事業に関する幅広い知見を有しております。当社は、
同氏の経験等を活かし、当社の監査・監督機能等の一層の強化に反映するため、監査等委員である取締
役候補者として選任をお願いするものであります。

2

再任

泉
いずみ

　澤
さわ

　大
だい

　介
すけ

1960年７月23日生
社外 独立

1985年10月	 等松青木監査法人（現有限責任監査法人トーマツ）
入所

1989年３月	 公認会計士第３次試験合格
1997年１月	 泉澤会計事務所開設（公認会計士・税理士）
1999年12月	 当社監査役就任
2012年６月	 ケル株式会社監査役
2014年12月	 当社取締役就任
2015年６月	 ケル株式会社取締役（監査等委員）（現任）
2016年12月	 当社取締役（監査等委員）就任（現任）

5,500株

■社外取締役候補者とした理由
泉澤大介氏は、公認会計士として培われた財務および会計に関する専門的知識・豊富な経験等に加え
て、当社の社外監査役および社外取締役を務め、当社の事業内容等に幅広く精通しており、また監査等
委員である社外取締役として監査・監督するなど、中立・客観的立場から提言等を行っております。当
社は、同氏の経験等を活かし、当社の監査・監督機能等の一層の強化に反映していただくため、引き続
き監査等委員である社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏　　名
生年月日 略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

3

再任

苫
とま

 米
べ

 地
ち

 邦
くに

 男
お

1950年８月18日生
社外 独立

1969年４月	 札幌国税局入局
2009年７月	 東京国税局調査第二部長
2011年７月	 東京国税局退職
2011年８月	 苫米地邦男税理士事務所開設（税理士）
2012年12月	 当社監査役就任
2014年６月	 株式会社アドヴァン監査役
2016年９月	 工藤建設株式会社監査役（現任）
2016年12月	 当社取締役（監査等委員）就任（現任）
2017年６月	 株式会社ＮＩＰＰＯ監査役（現任）

6,100株

■社外取締役候補者とした理由
苫米地邦男氏は、税理士として培われた財務および会計に関する専門的知識・豊富な経験等に加えて、
当社の社外監査役を務め、当社の事業内容等に幅広く精通しており、また監査等委員である社外取締役
として監査・監督するなど、中立・客観的立場から提言等を行っております。当社は、同氏の経験等を
活かし、当社の監査・監督機能等の一層の強化に反映していただくため、引き続き監査等委員である社
外取締役候補者として選任をお願いするものであります。

（注）1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません｡
2. 泉澤大介および苫米地邦男の両氏は、社外取締役候補者であります。
3. 当社は、泉澤大介および苫米地邦男の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
4. 泉澤大介および苫米地邦男の両氏は、社外取締役、社外監査役または監査等委員である社外取締役となること以外の方法で、
直接企業の経営に関与された経験はありませんが、上記の「社外取締役候補者とした理由」欄に記載のとおり、社外取締役と
しての職務を適切に遂行いただけるものと判断いたします。

5. 泉澤大介氏は、本総会終結の時をもって当社の社外取締役の在任期間が６年（うち監査等委員である社外取締役の在任期間が
４年）となります。

6. 苫米地邦男氏は、本総会終結の時をもって当社の監査等委員である社外取締役の在任期間が４年となります。
7. 当社は、泉澤大介および苫米地邦男の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。両氏の再任が承認された場合、当該契約は継続する予定であります。なお、当該契
約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。
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第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
本総会開始の時をもって補欠の監査等委員である取締役選任の効力が失効いたしますので、監査等委員であ

る取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願
いいたしたいと存じます。また、本議案における選任の効力は、就任前に限り監査等委員会の同意を得て、取
締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏　　名
生年月日 略歴、地位および担当ならびに重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式数

江
え

　坂
さか

　春
はる

　彦
ひこ

1955年１月１日生
社外

1977年４月	 三井生命保険相互会社（現大樹生命保険株式会社）入社
1991年10月	 司法試験第２次試験合格
1994年４月	 東京弁護士会登録、弁護士として現在に至る ―株

■補欠の社外取締役候補者とした理由
江坂春彦氏は、弁護士として培われた専門的知識・企業法務に関する豊富な経験等を有しております。当社
は、同氏の経験等を活かし、当社の監査・監督機能等の一層の強化に反映していただくため、補欠の監査等委
員である社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。

（注）1. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 江坂春彦氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
3. 当社は、江坂春彦氏が監査等委員である社外取締役に就任された場合は、同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て届け出る予定であります。

4. 江坂春彦氏は、直接企業の経営に関与された経験はありませんが、上記の「補欠の社外取締役候補者とした理由」欄に記載の
とおり、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断いたします。

5. 当社は、江坂春彦氏が社外取締役に就任された場合は、同氏との間で、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１項
の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に
定める最低責任限度額であります。

以　上
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1.　会社の現況に関する事項
（1）事業の経過および成果

当期におけるわが国経済は、各種政策を背景に企業業績の向上や雇用・所得環境の改善が継続し、総じ
て緩やかな回復基調で推移しておりましたが、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大により、国内経
済は急速に悪化し厳しい状況が続いております。景気の先行きについては社会経済活動のレベルを段階的
に引き上げていく中で、各種政策の効果もあって、持ち直しに向かうことが期待されますが、国内外の感
染症の動向や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要があります。
当社が位置するＩＣＴ業界においては、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少や、働き方の多様化など

社会的課題を背景とした「働き方改革」への取り組みなどから、生産性向上や業務効率化を目的としたシ
ステム投資需要は堅調に推移しております。また、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大により企業
活動への影響が懸念されておりますが、ＡＩ、ＩｏＴなどのデジタル技術の進展によるデジタルトランス
フォーメーション（ＤＸ）推進の動きが加速される環境が予想されます。
このような環境の中、お客様のＩＣＴソリューションパートナーとして、経営ビジョン “ココロ踊る未来

を創造するＩＣＴデザインパートナー” の実現を目指し、中期経営計画「FuSodentsuVision2021
（FSV2021）」の達成に向けて重点施策に積極的に取り組むとともに、経営基盤の強化を図ってまいりまし
た。重点施策である、主力ビジネスの整備・拡大においては、官公庁・自治体ビジネス、中でも防災行政
無線などの社会インフラビジネスが伸長し増収となりました。経営基盤の強化においては、テレワークを
はじめとする働き方改革および関連するインフラ、各種ルールの整備を進め、ワークライフバランスの実
現および生産性の向上を図ってまいりました。
その結果、当期の受注高は43,341百万円（前年同期比8.8％増）、売上高は40,358百万円（前年同期比

3.8％増）となりました。利益につきましては、売上高が増加したことに加え、粗利益率の改善に努めたこ
とや新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言下での移動制限による会議、研修、採用業務等
のオンライン化により販売管理費が減少したことにより営業利益943百万円（前年同期比21.5％増）、経常
利益1,089百万円（前年同期比23.2％増）、当期純利益706百万円（前年同期比27.6％増）となりました。

部門別の状況は次のとおりであります。

（通信機器部門）
通信機器部門は、官公庁・自治体ビジネスが好調に推移したことから売上高は13,298百万円（前年同期比

3.5％増）となりました。

（電子機器部門）
電子機器部門は、自動車販売店向けシステムの更新案件などが伸長したことに加え、自治体向けシステ

ム更新案件などが好調に推移したことから売上高は13,497百万円（前年同期比20.6％増）となりました。

（OA機器部門）
ＯＡ機器部門は、前期からのWindows７のサポート終了に伴うパソコンの入替需要が第１四半期で終了

したことなどから売上高は5,770百万円（前年同期比19.3％減）となりました。

11
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（保守部門）
保守部門は、アウトソーシングサービスやサポートデスクサービスなどのソフトウエア保守サービスが

順調に推移したことから売上高は7,792百万円（前年同期比1.4％増）となりました。

（2）設備投資の状況
当期の設備投資額は、193百万円であります。
その主なものは、事務合理化および営業支援のための情報設備拡充に対する投資であります。

（3）資金調達の状況
当期は金融機関からの経常的な資金調達以外に特記すべき資金調達はありません。

（4）対処すべき課題
当社が位置するＩＣＴ業界においては、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少や、働き方の多様化など

社会的課題を背景とした「働き方改革」への取り組みなどから、生産性向上や業務効率化を目的としたシ
ステム投資需要は堅調に推移しております。また、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大により企業
活動への影響が懸念されておりますが、ＡＩ、ＩｏＴなどのデジタル技術の進展によるデジタルトランス
フォーメーション（ＤＸ）推進の動きが加速される環境が予想される中、迅速な技術習得、お客様の要求
を的確に実現できる提案力が重要であることから、最大の資産である人材を育成・確保していくことに注
力し、以下に掲げる経営課題に取り組んでまいります。

人材の育成と確保
人材の育成は、企業理念である「誠心誠意 お客様のお役に立つ愛される企業」のもと「自立型人材

の育成」を基本方針とし、ソリューションビジネス（問題解決型提案ビジネス）を実施する上で重要
な「自立性」を養ってまいります。そのための施策として提案力やプロジェクト管理能力向上のため
の研修、資格取得の充実を図り、従業員の技術・技能レベルの向上を目指します。また、ダイバーシ
ティ推進研修、階層別教育やシニア従業員の活性化・意識改革のためのライフプラン研修を継続し、
人材育成制度の整備を進めてまいります。

お客様満足度の向上
当社は、お客様に対してより最適なサービスを提供していくことを目指し、定期的にお客様満足度

調査を実施しております。また、その結果は各部門で共有され、一層のサービス向上とお客様視点に
立った販売活動に反映していくよう取り組んでおります。
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新技術・新分野へのチャレンジ
５Ｇ、ｓＸＧＰ、クラウドＰＢＸなどの次世代技術へ積極的にチャレンジし、安心で持続可能な成

長社会に貢献するとともに、ユーザー視点に立ったサービスの開発（デザイン思考）を取り入れ、新
たなデジタル技術を活用して、新たなビジネスモデルを創出・柔軟に改変するデジタルトランス
フォーメーション（ＤＸ）など、お客様のお役に立つ業務コンサルティングから製品・サービスの新規
企画・先進モデルの提案を進めてまいります。

プロジェクトマネジメント管理の強化・徹底
プロジェクトの円滑な推進については、プロジェクトマネージャーの育成を推進し、スキル強化を

図るとともに、要件定義フェーズでの合目的性を追求し設計品質を高めていくことなど、企画から開
発・運用までリスクマネジメントの徹底を図ってまいります。また、アシュアランスチームによる進
捗管理の徹底を図り仕損撲滅に努め、収益性の向上を図ってまいります。

内部統制の強化
｢財務報告に係る内部統制報告制度」に的確に対応するため、業務手続の有効性や実効性を自らが

チェックする内部監査機能の充実に努めるとともに、全役職員一同全力を尽くし法令遵守の徹底に努め
てまいります。

新型コロナウイルス感染症への対応
新型コロナウイルス感染症の拡大や長期化が懸念される中で、当社は、お客様、全役職員とその家

族等の安全と健康を第一に考え、時差出勤やテレワークの実施、オンライン会議の活用等により、感
染拡大防止と事業の継続を両立させ、変化を続ける社会に柔軟に対応してまいります。

以上の課題を確実に推進するとともに、経営全般にわたる各種改善施策の推進により、業績向上に向け
全力で取り組んでまいります。
株主の皆様におかれましては、引き続き一層のご支援ご鞭撻を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。
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（5）財産および損益の状況の推移
期　　別

項　　目
第72期

（2017年９月期）
第73期

（2018年９月期）
第74期

（2019年９月期）
第75期（当期）
（2020年９月期）

受 注 高 （百万円） 34,872 37,009 39,852 43,341
売 上 高 （百万円） 35,937 35,036 38,880 40,358
経 常 利 益 ま た は
経 常 損 失 （△）（百万円） 474 △50 884 1,089

当 期 純 利 益 （百万円） 335 98 553 706
１株当たり当期純利益 （円） 116.83 34.14 191.74 244.06
総 資 産 額 （百万円） 22,653 22,110 24,954 24,540
純 資 産 額 （百万円） 7,602 7,592 7,889 8,794
１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 2,646.89 2,635.20 2,729.95 3,037.10

（注）1.	�2017年４月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。そのため、2017年９月期の期首に当該
株式併合が行われたと仮定し、１株当たり情報を算定しております。

2.	2020年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのため、2017年９月期の期首に当該�
株式分割が行われたと仮定し、１株当たり情報を算定しております。

　　　

3,037.10

売上高 （単位：百万円）■ 経常利益または経常損失（△）■ （単位：百万円）

総資産額■ （単位：百万円） 純資産額■ （単位：百万円）

当期純利益■ （単位：百万円）

１株当たり純資産額■ （単位：円）

第75期
（当期）

第73期第72期 第74期 第75期
（当期）

第75期
（当期）

第73期第72期 第74期 第75期
（当期）

第75期
（当期）

第73期第72期 第74期 第75期
（当期）

第72期

35,937

474

第72期

335

第72期

22,653 7,602 2,646.89

△50
第73期

98

第73期

22,110 7,592 2,635.20

第73期

35,036

第74期

38,880

第74期

553

第74期

24,954 7,889 2,729.95

884
40,358 1,089 706

24,540
8,794
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（6）重要な親会社および子会社の状況
　該当事項はありません。

（7）主要な事業内容
　当社は、電気通信機器・情報処理機器の販売・加工・製作およびこれに伴う工事、設計、技術者の派遣
を主として行っております。

（8）主要な事業所
本　社：東京都中央区築地五丁目４番18号
支　店：関西 （大阪）、東北 （仙台）、中国 （広島）、中部 （名古屋）、九州 （福岡）、北海道 （札幌）、

関東 （横浜）、四国 （高松）

（9）従業員の状況
従業員数（前期末比増減） 平 均 年 齢 平均勤続年数

953名（６名減） 44.2歳 21.2年

（10）主要な借入先
借　 入　 先 借入金残高

百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 380

（11）その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2.　会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 12,000,000株
（2）発行済株式の総数 3,480,490株

（自己株式424,820株を含む）
（3）株　主　数 1,275名

（4）大　株　主
株　主　名

当社への出資状況
持 株 数 持株比率

株 ％
扶 桑 電 通 従 業 員 持 株 会 571,918 18.71

滝 内 裕 子 160,086 5.23

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 Ｅ 口 ） 160,000 5.23

太 田 雅 子 158,200 5.17

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 139,506 4.56

吉 田 　 稔 100,800 3.29

UNEARTH INTERNATIONAL LIMITED 82,500 2.69

ＨＴホールディングス株式会社 62,000 2.02

加 藤 盛 三 32,000 1.04

大 平 昭 夫 30,000 0.98

山 崎 栄 子 30,000 0.98

（注）1.	当社は、自己株式424,820株を所有しておりますが、上記の大株主に含めておりません。
2.	持株比率は、自己株式424,820株を控除して計算しております。なお、当該自己株式には「株式給付信託（J-ESOP）」導入
において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式160,000株は含まれておりません。

（5）その他株式に関する重要な事項
　当社は、2020年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これにより、
発行可能株式総数は12,000,000株となり、発行済株式の総数は3,480,490株となっております。
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3.　会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等

地　　位 氏　　名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 児 玉 栄 次 　

代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 有 冨 英 治

取 締 役
専 務 執 行 役 員 大 西 正 純 営業統轄本部長

兼　東京営業本部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 仲 　 羊 一 管理本部長

取 締 役
（常 勤 監 査 等 委 員） 草 野 雄 二 　

取 締 役
（監 査 等 委 員） 泉 澤 大 介 公認会計士

ケル株式会社取締役（監査等委員）

取 締 役
（監 査 等 委 員） 苫 米 地 　 邦 　 男

税理士
工藤建設株式会社監査役
株式会社ＮＩＰＰＯ監査役

（注）1. 取締役（監査等委員）泉澤大介および苫米地邦男の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2. 取締役（監査等委員）泉澤大介氏の兼職先であるケル株式会社と当社との間には、特別な関係はありません。
3. 取締役（監査等委員）苫米地邦男氏の兼職先である工藤建設株式会社および株式会社ＮＩＰＰＯと当社との間には、特別な関
係はありません。

4. 当社は、取締役（監査等委員）泉澤大介および苫米地邦男の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同
取引所に届け出ております。

5. 取締役（監査等委員）泉澤大介氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するもの
であります。

6. 取締役（監査等委員）苫米地邦男氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するもので
あります。

7. 当社は、監査等委員会の情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため、常勤の監査等委員を選定して
おります。

8. 当社は、執行役員制度を導入しております。取締役を兼任しない執行役員は、次のとおりであります。
　常務執行役員　村田光博
　執 行 役 員　�海保秀久、長縄朋哉、北　拓兒、池田昌和、辻井伸之、山田　均、奥田洋久、百瀬貴弘、村上耕史、三輪　薫、

村上孝弘、中出芳裕
　　　

17

010_0741501102012.indd   17 2020/11/12   17:06:00



（2）取締役の報酬等の額
❶取締役の報酬等の額

区　　分 人　　数 報　酬　等
　 名 千円

取締役（監査等委員を除く） 4 144,257
取 締 役（監査等委員）
（うち社外取締役）

3
（2）

35,025
（11,430）

合　　　　　計 7 179,282
（注）�上記報酬等の額には、取締役（監査等委員を除く）４名に対する譲渡制限付株式報酬の当期に係る費用計上額11,621千円が�

含まれております。

❷取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続
　経営陣幹部・取締役の報酬体系等に関しては、株主総会決議により決定された限度額の範囲内で、代表
取締役が素案を作成し、独立社外取締役の意見を取り入れ、取締役会で決定しております。

（3）社外役員に関する事項
❶社外役員の主な活動状況
区　　分 氏　　名 主な活動状況

取 締 役
（監査等委員） 泉 澤 大 介

当期開催の取締役会12回の全てに、また当期開催の監査等委員会�
７回の全てに出席し、主に公認会計士としての専門的見地から議案
審議等に必要な発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 苫米地　邦　男

当期開催の取締役会12回の全てに、また当期開催の監査等委員会�
７回の全てに出席し、主に税理士としての専門的見地から議案審議
等に必要な発言を行っております。

❷責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を
限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に
定める最低責任限度額としております。
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4.　会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

　有限責任監査法人トーマツ

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
❶当社の会計監査人としての報酬等の額

39,000千円
❷当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

42,900千円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分してお

らず、実質的にも区分できないため、上記の金額はこれらの合計額で記載しております。

❸会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画における監査時間・要員計画、会計監査人の職務遂行状
況、報酬見積の相当性などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬額につき会社法第399条第１項の
同意を行っております。

（3）非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に、「収益認識に関する会計基準」
の適用による会計方針の検討に関する助言・指導についての対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株
主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定
した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、その旨および解任の理由を報告いたしま
す。
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5.　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正
を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制

　当社は、法令・社会規範を厳格に遵守し正しい倫理観に則した行動により社会的責任を果たすため､「企
業倫理憲章・行動規範」を制定し、役職者が率先垂範するとともに、経営トップが先頭に立ちコンプライ
アンス推進に取り組む。
　法令・定款等に違反する行為を使用人が発見した場合の通報者の保護を含む内部通報制度を構築する。
万一法令・定款等に抵触する事態が発生した場合には、取締役で構成するコンプライアンス委員会がその
解決にあたる。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報・文書について（以下、職務執行情報という｡）の取り扱いは、当該担当
取締役が所管し、文書管理規程およびそれに関連する業務マニュアルに従い適切に保存および管理を行う。
取締役はこの職務執行情報を閲覧できるものとする。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　法令遵守、品質維持、災害事故防止、情報セキュリティ、環境保全に係るリスクについては、諸規程な
らびにガイドラインを策定整備し、これらに基づき管理者を配置して損失の危険を防止する。新たに発生
したリスクについては速やかに対応責任者を定め対応に万全を期す。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
❶取締役はその職務執行において、定款、取締役会規程、常務会規程および職務権限規程に基づき付議基
準に該当する事項については取締役会、常務会に付議することを遵守する。

❷経営方針については、毎年策定される年度事業計画および中期経営計画に基づき各部門において目標達
成のために活動することとする。また、事業計画が当初の目標どおりに進捗しているか事業報告を通じ
定期的に検証する。

❸日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、職務分掌規程等に基づき権限の委譲が行われ、職位者が意
思決定ルールに則り業務を遂行することとする。
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（5）監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
　監査等委員会が監査の実効性を高め監査職務を円滑に遂行するための補助者を置くことを求めた場合に
は、補助者を１名以上配置することとする。

（6）前号の取締役及び使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く｡）からの
独立性並びに当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査職務の補助者の独立性および実効性を確保するため、当該補助者は当社の業務執行に係る役職を兼
務せず、監査等委員会の指揮命令下で職務を遂行し、その評価等は監査等委員会の意見を聴取するものと
する｡
　監査職務の補助者の任命、異動は監査等委員会の同意を得るものとする。

（7）取締役（監査等委員である取締役を除く｡）及び使用人が監査等委員会に報告
をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

　取締役（監査等委員である取締役を除く｡）および使用人は、監査等委員会規程、監査等委員会監査等規
程の定めるところに従い、監査等委員会の監査に必要な報告および情報提供を行うこととし、その主なも
のは、次のとおりとする。
・内部統制システム構築に関わる部門の活動状況
・内部監査部門の活動状況
・重要な会計方針、会計基準およびその変更
・業績および業績見込の発表内容、重要開示書類の内容
・内部通報制度の運用および通報の内容
・稟議書、会議議事録、その他監査等委員会から要求された書類、電磁的媒体情報

（8）監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱い
を受けないことを確保するための体制

　当社は、監査等委員会へ報告を行った取締役（監査等委員である取締役を除く｡）および使用人に対し、
当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を取締役（監査等委員であ
る取締役を除く｡）および使用人に周知徹底する。

（9）監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る｡）
について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生
ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用および債務ならびにそれらの処理については、
当該費用が当該監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じる
ものとする。
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（10）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会は代表取締役と定期的に会合をもち、代表取締役の経営方針を確認するとともに会社が対
処すべき課題、会社を取り巻くリスクのほか、監査等委員会監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等
について意見を交換し相互認識を深める。
　取締役（監査等委員である取締役を除く｡）および使用人は、監査等委員会規程、監査等委員会監査等規
程の定めるところに従い、上記以外についても、監査等委員会監査の実効性を確保するために努力するも
のとする。

6.　業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社の当事業年度における実施状況は次のとおりであります。
（1）取締役会を12回開催し、法令および定款等に定められた事項や経営方針、予算の策定等の経営に関する
重要事項を決定し、月次の経営業績の分析・対策・評価を検討するとともに、法令および定款等への適合
性および業務の適正性の観点から審議をいたしました。

（2）監査等委員会を７回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、重要な社内会議への出席、業務および
財産の状況の監査、取締役の職務執行の監査・監督、法令および定款等への遵守について監査いたしまし
た。

（3）取締役で構成するコンプライアンス委員会を６回開催し、体制の整備、法令・定款・社会規範の遵守、
従業員の教育に努め、コンプライアンスの徹底に取り組んでおります。

（4）業務の有効性および実効性、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に鑑み、内部統制の基本的枠組み
に準拠して策定した実施計画に基づき内部統制評価を実施いたしました。また、決算開示資料については、
取締役会に付議したのち、開示を行うことにより適正性を確保いたしました。

　　　

22

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

監
査
報
告
書

計
算
書
類

事
業
報
告

010_0741501102012.indd   22 2020/11/12   17:06:00



7.　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題と位置付け、経営基盤の強化と今後の事業展開に必
要な内部留保の充実を勘案した上で、業績に応じた利益還元と安定的な配当を継続的に実施することを基本
方針としております。
（1）業績に応じた利益還元として配当性向35％程度を目安に配当を実施してまいります。

安定的な配当である普通配当を１株当たり40円（中間配当20円、期末配当20円）とし、上記の配当性
向を目処に計算した配当が40円を上回る場合は、その差を業績連動配当として期末に特別配当の実施を
いたします。

（2）予期せぬ急激な業績の悪化や自然災害等により、通常の業務運営が困難となった場合を除き、１株当た
りの配当は年40円を下回らないものといたします。

　この方針に基づき当期の期末配当につきましては、2020年11月６日開催の取締役会において、１株当た
り20円に業績連動配当として特別配当を46円増配し、66円（普通配当20円、特別配当46円）とすることと
し、効力発生日を2020年12月21日とすることを決議いたしました。なお、当社は2020年４月１日付で普
通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。年間配当金につきましては、中間配当金20円（株
式分割後基準に換算）を含めまして、86円とさせていただきました。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）1.　本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。

2.　売上高等の記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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貸借対照表（2020年９月30日現在） （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形
売掛金
有価証券
商品
仕掛品
前払費用
未収入金
リース投資資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物構築物
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
無形固定資産
ソフトウエア
ソフトウエア仮勘定
電話加入権
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
繰延税金資産
リース投資資産
差入保証金
破産更生債権等
その他
貸倒引当金

18,316,961
5,467,814
250,226
6,985,399
2,700,000

761
2,206,359
272,701
35,591
363,640
54,162
△19,695
6,223,313
684,867
322,844

0
173,298
188,725
109,688
66,707
19,874
22,131
975

5,428,757
3,320,317

6,000
1,121,977
531,376
341,357
18,479
107,728
△18,479

負債の部
流動負債
買掛金
１年内返済予定の長期借入金
未払金
未払法人税等
未払消費税等
未払費用
前受金
賞与引当金
リース債務
その他

固定負債
長期借入金
長期未払金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
株式給付引当金
リース債務
その他

10,984,694
7,225,953
80,000
426,306
256,218
358,108
396,138
955,943
830,223
339,326
116,474
4,761,129
300,000
544,546
3,255,545

9,849
113,135
531,052
7,000

負債合計 15,745,823
純資産の部

株主資本
資本金
資本剰余金
資本準備金
その他資本剰余金
利益剰余金
利益準備金
その他利益剰余金
別途積立金
繰越利益剰余金

自己株式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

7,733,371
1,083,500
1,190,775
1,076,468
114,307
6,049,591
165,867
5,883,723
3,042,243
2,841,480
△590,495
1,061,079
1,061,079

純資産合計 8,794,451
資産合計 24,540,274 負債・純資産合計 24,540,274
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損益計算書（2019年10月１日から2020年９月30日まで） （単位：千円）

科目 金額

売上高 40,358,807
売上原価 33,293,658
売上総利益 7,065,149

販売費及び一般管理費 6,121,239
営業利益 943,910
営業外収益
受取利息及び配当金 98,070
受取賃貸料 2,625
仕入割引 3,387
貸倒引当金戻入益 5,680
その他 43,286 153,050

営業外費用
支払利息 4,010
その他 3,299 7,309

経常利益 1,089,651
特別利益
投資有価証券売却益 513
固定資産売却益 22,568 23,081

特別損失
投資有価証券評価損 21,500 21,500

税引前当期純利益 1,091,232
法人税、住民税及び事業税 329,780
法人税等調整額 55,250
当期純利益 706,201
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株主資本等変動計算書（2019年10月１日から2020年９月30日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ　の　他
資本剰余金 利益準備金 その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金
2019年10月１日残高 1,083,500 1,076,468 108,578 165,867 3,042,243 2,341,265
当期中の変動額
剰余金の配当 △205,986
当期純利益 706,201
自己株式の取得
自己株式の処分 110
株式給付信託による
自 己 株 式 の 取 得
株式給付信託による
自 己 株 式 の 処 分 5,618

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

当期中の変動額合計 ― ― 5,728 ― ― 500,215
2020年９月30日残高 1,083,500 1,076,468 114,307 165,867 3,042,243 2,841,480

（単位：千円）

株主資本 評価･換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
2019年10月１日残高 △595,060 7,222,863 666,383 7,889,247
当期中の変動額
剰余金の配当 △205,986 △205,986
当期純利益 706,201 706,201
自己株式の取得 △659 △659 △659
自己株式の処分 102 212 212
株式給付信託による
自 己 株 式 の 取 得
株式給付信託による
自 己 株 式 の 処 分 5,121 10,740 10,740

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額） 394,696 394,696

当期中の変動額合計 4,564 510,508 394,696 905,204
2020年９月30日残高 △590,495 7,733,371 1,061,079 8,794,451
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注 記 事 項

1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
❶有価証券の評価基準及び評価方法
　イ　満期保有目的の債券�：原価法
　ロ　関連会社株式� ：移動平均法による原価法
　ハ　その他有価証券
　時価のあるもの� ：期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）
　時価のないもの� ：移動平均法による原価法

❷たな卸資産の評価基準及び評価方法
　イ　商品� ：先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
　ロ　仕掛品� ：個別法（オーダ毎）による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
❸デリバティブ取引等の評価基準及び評価方法
　イ　デリバティブ� ：時価法

（2）固定資産の減価償却の方法
❶有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に
ついては定額法）
主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物構築物
車両運搬具
工具、器具及び備品

３～50年
６年

２～20年
❷ソフトウエア（リース資産を除く）
　自社利用ソフトウエア�：利用可能期間（５年）に基づく定額法
　市場販売目的のソフトウエア�：見込販売量を基準として販売数量に応じた割合に基づく償却額と、販売可能期間

（３年）に基づく償却額のいずれか多い金額をもって償却する方法によっており
ます。

❸リース資産� ：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用
年数とし残存価額を零とする定額法によっております。
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（3）引当金の計上基準
❶貸倒引当金 ：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

❷賞与引当金 ：従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計
上しております。

❸受注損失引当金 ：受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末時点で将来の損失が見込
まれ、かつ当該損失金額を合理的に見積もることが可能なものについては、翌期
以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。

❹退職給付引当金 ：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金
資産の見込額に基づき、当事業年度において発生していると認められる額を計上
しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（12年）による定額法により按分した額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理しております。

❺役員退職慰労引当金 ：役員の退職慰労金の支給に備えるため、第65期定時株主総会（2010年12月21
日）で決議された役員退職慰労金の打ち切り支給額のうち、将来の支給見込額を
計上しております。

❻株式給付引当金 ：従業員の株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額
に基づき計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
工事契約等に係る収益の認識基準
当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる場合については工事進行基準を適用し、
その他の場合については工事完成基準（検収基準）を適用しております。なお、工事進行基準を適用する
場合の当事業年度末における進捗度の見積もりは、原価比例法を用いております。

（5）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
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（6）ヘッジ会計の方法
❶ヘッジ会計の方法 ：繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たしている金利

スワップについては、特例処理によっております。
❷ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ：金利スワップ
ヘッジ対象 ：借入金利息

❸ヘッジ方針 ：当社の内部管理規程に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。
❹ヘッジの有効性評価の方法 ：ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段の相場変動ま

たはキャッシュ・フロー変動を四半期ごとに比較し、両者の間に高い相関関係が
あることを確認して、有効性の評価方法としております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略し
ております。

（7）消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

2.　追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
当社は、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することに
より、株価および業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式を給付するイン
センティブプランとして､「株式給付信託（J-ESOP）｣（以下､「本制度」という｡）を導入しております。
（1）取引の概要
本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を
給付する仕組みです。
当社は、従業員の勤続に対してポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をしたときに当該付与ポ
イントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭に
より将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

　　　
（2）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株
式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当事業年度末227,550千円、
160,000株であります。
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3.　貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 1,440,168千円

（2）関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 280千円
短期金銭債務 33,349千円

4.　損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売　上　高 856千円
仕　入　高 95,982千円

営業取引以外の取引高 300千円
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5.　株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当事業年度の末日における発行済株式の総数及び自己株式の数

発行済株式総数（自己株式を含む）：普通株式 3,480,490株
自己株式の数 ：普通株式 584,820株

（注）１．�当社は、2020年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、当事業年度の末日における発行済
株式総数（自己株式を含む）は、1,740,245株増加しております。また自己株式の数は、当該株式分割により212,331株
増加し、単元未満株式の買取により158株増加しております。

２．自己株式の数には、「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有す
る当社株式160,000株が含まれております。

（2）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2019年11月８日
取締役会 普通株式 144,869千円 95円 2019年９月30日 2019年12月20日

2020年５月14日
取締役会 普通株式 61,116千円 40円 2020年３月31日 2020年６月８日

（注）１．2019年11月８日取締役会決議による１株当たり配当額には、特別配当55円を含んでおります。
２．当社は、2020年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。上記の１株当たり配当額に

ついては、当該株式分割前の額を記載しております。
３．2019年11月８日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した資産管理サー

ビス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（現 株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口））が保有する当社株式に対する配当金
7,600千円が含まれております。

４．2020年５月14日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した資産管理サー
ビス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（現 株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口））が保有する当社株式に対する配当金
3,200千円が含まれております。

（3）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
2020年11月６日開催の取締役会において、次のとおり決議をいたしました。
・普通株式の配当に関する事項
❶配当金の総額 201,674千円
❷配当の原資 利益剰余金
❸１株当たり配当額 66円
❹基準日 2020年９月30日
❺効力発生日 2020年12月21日

（注）１．１株当たり配当額には、特別配当46円を含んでおります。
２．2020年11月６日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した株式会社　

日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金10,560千円が含まれております。
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6.　退職給付に関する注記
〔採用している退職給付制度の概要〕
当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度および退職一時金制度、確定拠出型の制度として、

確定拠出年金制度を設けております。

〔確定給付制度〕
（1）退職給付債務に関する事項　　　　　　　　　　　　　 千円
❶退職給付債務 △6,112,576
❷年金資産 2,870,051
❸未積立退職給付債務 △3,242,524
❹未認識数理計算上の差異 △30,026
❺未認識過去勤務費用 17,005
❻退職給付引当金 △3,255,545

（2）退職給付費用に関する事項　　　　　　　　　　　　　 千円
❶勤務費用 237,684
❷利息費用 ―
❸期待運用収益 △10,528
❹数理計算上の差異の費用処理額 1,890
❺過去勤務費用の費用処理額 △1,103
❻臨時に支払った割増退職金等 409
❼退職給付費用 228,352

（3）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
❶退職給付見込額の期間配分方法：給付算定式基準
❷割引率 0.0％
❸長期期待運用収益率 0.38％
❹予想昇給率 5.1％
❺数理計算上の差異の処理年数 12年
（各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております｡）
❻過去勤務費用の額の処理年数 12年
（発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を費用処理
しております｡）

〔確定拠出制度〕
当社の確定拠出制度への要拠出額は、当事業年度119,778千円であります。
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7.　税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 千円
貸倒引当金 11,689
賞与引当金 254,214
未払社会保険料 40,223
未払金（確定拠出年金未移換分） 220,121
退職給付引当金 996,848
役員退職慰労引当金 3,015
投資有価証券評価損 8,108
その他 82,117
繰延税金資産小計 1,616,339
評価性引当額 △26,067
繰延税金資産合計 1,590,271

繰延税金負債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千円
その他有価証券評価差額金 468,294
繰延税金負債合計 468,294
繰延税金資産純額 1,121,977

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別内訳

� ％
法定実効税率 30.6
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5
住民税均等割 4.6
評価性引当額 0.1
その他 △0.5
税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.3
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8.　金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社は、余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、運転資金を銀行借入により調達しております。
受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理マニュアルに沿ってリスク低減を図っており
ます。有価証券及び投資有価証券は主に株式、投資信託であり、上場株式等については四半期毎に時価の
把握を行っております。
買掛金などの流動負債は、その決済時において流動リスクに晒されますが、月次に資金繰り計画を作成す
るなどの方法により管理しております。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2020年９月30日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の
とおりであります。

（単位：千円）
　 貸借対照表計上額（＊1） 時価（＊1） 差額

（１）現金及び預金 5,467,814 5,467,814 ―
（２）受取手形（＊2） 249,550 249,550 ―
（３）売掛金（＊2） 6,966,538 6,966,538 ―
（４）未収入金（＊2） 35,568 35,568 ―
（５）有価証券及び投資有価証券
　　　 その他有価証券 5,965,037 5,965,037 ―

（６）リース投資資産 895,017 894,143 △873
（７）差入保証金（＊3） 316,347 314,237 △2,109
（８）買掛金 （7,225,953） （7,225,953） ―
（９）１年内返済予定の長期借入金 （80,000） （80,000） ―
（10）未払金 （426,306） （426,306） ―
（11）未払法人税等 （256,218） （256,218） ―
（12）リース債務 （870,378） （869,548） △830
（13）長期借入金 （300,000） （297,358） △2,641
（14）長期未払金 （544,546） （546,717） 2,170
（15）デリバティブ取引 ― ― ―
（＊1）負債に計上されているものについては､（　）で表示しております。
（＊2）受取手形、売掛金、未収入金については、貸倒引当金を控除した額で示しております。
（＊3）貸借対照表計上額との差額は、資産除去債務相当額25,009千円であります。
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（注１）金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項
（1）現金及び預金､（2）受取手形､（3）売掛金、並びに（4）未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（5）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託は取引所の価格または取引金融機関から提供された価格
によっております。

（6）リース投資資産、並びに（12）リース債務
これらの時価については、未経過リース料の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しております。

（7）差入保証金
時価については、その将来のキャッシュ・フロー（資産除去債務の履行により最終的に回収が見込めない金額控除後）を国債
の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（8）買掛金､（9）１年内返済予定の長期借入金､（10）未払金、並びに（11）未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（13）長期借入金
時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
おります。

（14）長期未払金
将来の支払予定額を、国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（15）デリバティブ取引
金利スワップは特例処理を適用しており、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、
当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額55,280千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、
時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢（5）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
関係会社株式（貸借対照表計上額6,000千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、
時価を把握することが極めて困難と認められるため､「金融商品の時価等に関する事項」には記載しておりません。

9. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 3,037円10銭

１株当たり当期純利益金額 244円06銭
（注）１．当社は、2020年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。そのため、当事業年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額を算定しております。
２．｢株式給付信託（J-ESOP）」導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式は、�

１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額の算定上、自己株式数に含めております。

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11. その他
記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
2020年11月11日

扶桑電通株式会社
取　締　役　会　　御中

有限責任監査法人 トーマツ
東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士　武 井 雄 次　㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士　佐 藤 　 元　㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、扶桑電通株式会社の2019年10月１日から2020年９月30日まで
の第75期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・�　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・�　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・�　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

　・�　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・�　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含
む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独
立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内
容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2019年10月１日から2020年９月30日までの第75期事業年度における取締役の職務の執行について監査
いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
1.　監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会規程に準拠して、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、

重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました｡

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書）及びその附属明細書について検討いたしました。

2.　監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業

報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　2020年11月12日

扶桑電通株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員　草　野　雄　二　㊞
監 査 等 委 員　泉　澤　大　介　㊞
監 査 等 委 員　苫米地　邦　男　㊞

（注）監査等委員の泉澤大介及び苫米地邦男は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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〈メモ欄〉
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（ご参考）株主優待制度のご案内

当社は、株主の皆様の日頃のご支援に感謝するとともに、より多くの株主様に当社株式を中長期にわたり

継続して保有していただくことを主な目的として、毎年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された

100株（１単元）以上保有の株主様を対象に、株主優待制度を実施しております。

（1）株主優待の内容
保有株式数 優待内容

100株以上1,000株未満 クオ・カード　1,000円分

1,000株以上 クオ・カード　3,000円分

（2）贈呈の時期

毎年１回、12月下旬頃に株主様宛の発送を予定しております。
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証券コード：7505

■ 開催日時
2020年12月18日(金曜日)午前10時

■ 開催場所
東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

鉄鋼会館　８階会議室
ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。
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定時株主総会
招 集 ご 通 知第75期

決議事項

第１号議案　取締役（監査等委員
　　　　　　である取締役を除く。）
　　　　　　３名選任の件
第２号議案　監査等委員である取締役
　　　　　　３名選任の件
第３号議案　補欠の監査等委員である
　　　　　　取締役１名選任の件

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、
株主の皆様におかれましては、可能な限り株主
総会当日のご来場をお控えいただき、書面による
事前の議決権行使をお願い申し上げます。

議決権行使期限
2020年12月17日（木曜日）午後５時40分（到着分）まで
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お知らせ 誠に申し訳ございませんが、会場には駐車場がございませんので、ご了承くださいますようお願い申し上げます。

東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号　TEL 03-3669-4855
鉄鋼会館８階会議室会 場
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